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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　操縦者が出入りするための操縦者用開閉体と、動力源を有して操縦者用開閉体を施錠す
る動力施錠装置とを備えた移動体に設けられ、その移動体の施錠を制御する移動体自動施
錠装置であって、
　(i)前記移動体が移動するはずがない状態にされた場合と、(ii)シートベルトが外され
た場合と、(iii)前記操縦者用開閉体が開状態にされた場合とのうちの少なくとも一の場
合に、操縦者が移動体から退出する兆候があると検出する退出兆候検出手段と、
　その退出兆候検出手段によって前記操縦者が前記移動体から退出する兆候が検出された
場合に、携帯機へ識別信号を要求する識別信号要求信号を送信する退出兆候検出時識別信
号要求装置と、前記携帯機から送信された識別信号を受信する受信装置とを含み、予め定
められた第１通信領域内にある前記携帯機との間で通信を行う退出兆候検出時通信装置と
、
　前記操縦者用開閉体が開状態から閉状態にされた場合に前記操縦者が前記移動体から退
出した可能性があると検出する退出検出手段と、
　その退出検出手段によって前記操縦者が前記移動体から退出した可能性があると検出さ
れた場合に、前記識別信号要求信号を送信する退出検出時識別信号要求装置と、前記携帯
機から送信された識別信号を受信する受信装置とを含み、予め定められた第２通信領域内
にある前記携帯機との間で通信を行う退出検出時通信装置と、
　(a)前記退出兆候検出時通信装置に含まれる受信装置が受信した識別信号が表す識別情
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報が前記移動体自身の識別情報と適合するか否かの照合結果に基づいて、前記第１通信領
域内に前記携帯機があるか否かを検出する退出兆候検出時携帯機検出装置と、(b)前記退
出検出時通信装置に含まれる受信装置が受信した識別信号が表す識別情報が前記移動体自
身の識別情報と適合するか否かの照合結果に基づいて、前記第２通信領域内に前記携帯機
があるか否かを検出する退出検出時携帯機検出装置とを含み、前記退出検出時携帯機検出
装置による検出結果と前記退出兆候検出時携帯機検出装置による検出結果とに基づいて、
前記動力施錠装置を制御する施錠装置制御装置と
を含む移動体自動施錠装置。
【請求項２】
　前記退出兆候検出時識別信号要求装置が、前記識別信号要求信号を、予め定められた時
間間隔で送信する間欠要求部を含むことを特徴とする請求項１に記載の移動体自動施錠装
置。
【請求項３】
　当該移動体自動施錠装置が、前記退出兆候検出時携帯機検出装置によって、前記識別情
報同士が適合し、前記第１通信領域内に前記携帯機があると検出された場合に、(a)前記
識別情報が適合したことを表す適合情報を記憶する退出兆候検出時適合情報記憶部と、(b
)前記退出兆候検出時識別信号要求装置に、識別信号要求信号の送信を停止させる適合時
送信停止部との少なくとも一方を含むことを特徴とする請求項１または２に記載の移動体
自動施錠装置。
【請求項４】
　当該移動体自動施錠装置が、(c)前記退出兆候検出時携帯機検出装置によって、前記識
別情報同士が適合し、前記第１通信領域内に前記携帯機があると検出された場合に、その
適合したことを表す適合情報を記憶する退出兆候検出時適合情報記憶部と、(d)前記退出
検出時携帯機検出装置によって前記第２通信領域内に前記携帯機がないと検出された場合
に、前記退出兆候検出時適合情報記憶部に前記適合情報が記憶されていれば、その旨を報
知する報知装置とを含むことを特徴とする請求項１ないし３のいずれか１つに記載の移動
体自動施錠装置。
【請求項５】
　前記施錠装置制御装置が、前記退出兆候検出時携帯機検出装置によって前記携帯機があ
ると検出され、かつ、前記退出検出時携帯機検出装置によって前記第２通信領域内に前記
携帯機がないと検出された場合に、前記動力施錠装置を施錠状態とすると決定する決定部
を含む請求項１ないし４のいずれか１つに記載の移動体自動施錠装置。
【請求項６】
　前記施錠装置制御装置が、前記退出兆候検出時携帯機検出装置によって前記第１通信領
域内に前記携帯機がないと検出され、かつ、前記退出検出時携帯機検出装置によって前記
第２通信領域内に前記携帯機がないと検出された場合に、前記動力施錠装置を施錠状態と
すると決定する決定部を含む請求項１ないし５のいずれか１つに記載の移動体自動施錠装
置。
【請求項７】
　前記退出兆候検出時通信装置が、大部分が前記移動体の外側の領域である外側領域を前
記第１通信領域として、前記携帯機との間で通信を行う退出兆候検出時外側通信部を含む
請求項１ないし６のいずれか１つに記載の移動体自動施錠装置。
【請求項８】
　前記第２通信領域が複数の領域を含み、前記退出検出時通信装置が、大部分が前記移動
体の内側の領域である内側領域を前記複数の第２通信領域のうちの１つとして、その内側
領域内にある前記携帯機との間で通信を行う退出検出時内側通信部と、大部分が前記移動
体の外側の領域である外側領域を前記複数の第２通信領域のうちの他の１つとして、その
外側領域内にある前記携帯機との間で通信を行う退出検出時外側通信部とを含む請求項１
ないし７のいずれか１つに記載の移動体自動施錠装置。
【請求項９】
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　前記施錠装置制御装置が、(a)前記退出検出時携帯機検出装置による検出結果と、前記
退出兆候検出時携帯機検出装置による検出結果とに基づいて、前記動力施錠装置を施錠状
態とするか否かを決定する施錠決定部と、(b)その施錠決定部によって施錠状態とするこ
とが決定された場合において、予め定められた条件が満たされた場合に、前記動力施錠装
置を施錠状態とする施錠実行部とを含む請求項１ないし８のいずれか１つに記載の移動体
自動施錠装置。
【請求項１０】
　前記第１通信領域と前記第２通信領域との少なくとも一方が、互いに異なる領域を有す
る予め定められた複数の通信領域を含み、
　その少なくとも一方に対応する前記退出検出時通信装置と退出兆候検出時通信装置との
少なくとも一方が前記複数の通信領域毎に前記携帯機と通信可能な領域別通信装置であり
、
　その領域別通信装置に対応する退出検出時携帯機検出装置と退出兆候検出時携帯機検出
装置との少なくとも一方が、前記複数の通信領域の各々における前記携帯機の有無を検出
する領域別携帯機検出装置である請求項１ないし９のいずれか１つに記載の移動体自動施
錠装置。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明が属する技術分野】
本発明は、道路上を移動する自動車、レール上を移動する電車，気動車等、船舶、航空機
等の移動体の状態を制御する移動体状態制御装置に関するものである。
【０００２】
【従来の技術】
従来より、車両自動施錠装置が知られている。これは、開閉体と、動力源を有して開閉体
を施錠する動力施錠装置とを備えた移動体としての車両に設けられて、その車両の状態と
しての施錠状態を制御するものである。この車両施錠制御装置の一例が、特開昭６２─３
７４７９号公報に記載されている。この公報に記載の車両施錠制御装置は、▲１▼開閉体
が開状態から閉状態に切り換えられたことを検出する開閉体閉状態検出手段と、▲２▼そ
の開閉体閉状態検出手段によって開閉体が閉状態にされたことが検出された場合に、携帯
機へ識別信号を要求する識別信号要求信号を送信する識別信号要求装置と、携帯機から送
信された識別信号を受信する受信装置とを含み、予め定められた車外通信領域にある携帯
機との間で通信を行う通信装置と、▲３▼受信装置が受信した識別信号の表す識別情報が
車両自身の識別情報と適合した場合には、携帯機との通信が途絶えた時に動力施錠装置を
施錠状態にする施錠装置制御装置とを含むものである。
【０００３】
上記公報に記載の車両施錠制御装置においては、開閉体が閉状態にされた場合に操縦者が
車両から降車した可能性が高いと検出され、識別信号要求信号が送信される。それに応じ
て携帯機から送信された識別信号に対応する識別情報と自身の識別情報とが適合すれば、
動力施錠装置が施錠状態にされるのであるが、施錠状態にされるのは、携帯機との通信が
途絶えた時である。識別信号要求装置は、開閉体が閉状態にされた後、識別信号要求信号
を間欠的に送信するため、携帯機との通信が途絶えれば、携帯機が車外通信領域から外へ
出たことがわかるのであり、その時に施錠状態にされるのである。
【０００４】
【発明が解決しようとする課題，課題解決手段および効果】
したがって、この車両自動施錠装置においては、携帯機との通信が一度も行われず、識別
情報が一度も適合しない場合には、施錠状態にされないことになる。例えば、操縦者が車
両から降りた後、操縦者が車両から離れつつ、開閉体に勢いをつけた後に手を離して閉め
た（以下、開閉体を放り投げたという）ために、開閉体が閉じた時点には、操縦者（携帯
機）が車外通信領域外にあるという場合には、携帯機との通信が一度も行われず、識別情
報が適合しないために、施錠状態にされないのである。
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以上、移動体状態制御装置が車両自動施錠装置である場合について考察したが、その他の
移動体状態制御装置においても同様な問題が存在すると考えられる。
【０００５】
　そこで、本発明の課題は、移動体状態制御装置の信頼性を向上させることである。例え
ば、開閉体が閉状態にされた後に携帯機との通信が一度も行われなくても施錠状態にされ
るようにしたり（例えば、(1) 項）、携帯機が存在する領域をきめ細かに検出し、その検
出結果に基づいて施錠状態を制御したり（例えば、(16)項）することによって、信頼性を
向上させることにあるのである。この課題は、移動体状態制御装置を下記各態様の構成の
ものとすることによって解決される。各態様は、請求項と同様に、項に区分し、各項に番
号を付し、必要に応じて他の項の番号を引用する形式で記載する。これは、あくまでも本
発明の理解を容易にするためであり、本明細書に記載の技術的特徴およびそれらの組合わ
せが以下の各項に限定されると解釈されるべきではない。また、１つの項に複数の事項が
記載されている場合、常に、すべての事項を一緒に採用しなければならないものではなく
、一部の事項のみを取り出して採用することも可能である。
（１）操縦者が出入りするための操縦者用開閉体と、動力源を有して操縦者用開閉体を施
錠する動力施錠装置とを備えた移動体に設けられ、その移動体を自動的に施錠する移動体
自動施錠装置であって、
　前記操縦者が移動体から退出する兆候を検出する退出兆候検出手段と、
　その退出兆候検出手段によって操縦者が移動体から退出する兆候が検出された場合に、
携帯機へ識別信号を要求する識別信号要求信号を送信する退出兆候検出時識別信号要求装
置と、前記携帯機から送信された識別信号を受信する受信装置とを含み、予め定められた
通信領域内にある携帯機との間で通信を行う退出兆候検出時通信装置と、
　前記受信装置が受信した識別信号の表す識別情報が、移動体自身の識別情報と適合した
場合に、前記操縦者用開閉体が閉状態にされた後に前記動力施錠装置を施錠状態にする施
錠装置制御装置と
を含むことを特徴とする移動体自動施錠装置。
　本項に記載の移動体自動施錠装置においては、操縦者の退出意志に応じて識別信号要求
信号が送信される。そして、受信装置において、携帯機から送信された識別信号が受信さ
れ、その識別信号に対応する識別情報が移動体自身の識別情報と適合した場合に、操縦者
用開閉体が閉状態にされた後、動力施錠装置が施錠状態にされる。操縦者が退出した可能
性が高いことが検出される以前に、退出する兆候が検出されて、識別信号要求信号が送信
されることになる。そのため、従来の移動体自動施錠装置においては施錠状態にされなか
った場合、すなわち、操縦者が操縦者用開閉体を放り投げるように閉状態にした場合にお
いても、施錠状態にすることができる。操縦者が移動体から退出し、速やかに離間して通
信領域外に至った場合においても、施錠状態にすることができるのである。
　退出兆候検出手段は、操縦者が移動体から退出する兆候を検出する手段である。例えば
、移動体が移動可能な状態から移動不能な状態に（例えば、イグニションスイッチがＯＮ
状態からＯＦＦ状態に）切り換えられた場合、シートベルトが外された場合（装着状態か
ら非装着状態にされた場合）、操縦者側開閉体が閉状態から開状態に切り換えられた場合
、シートに加わる荷重が設定値以上の状態から設定値以下の状態に切り換わった場合等に
、退出する兆候があるとすることができる。この退出兆候検出手段は、通信装置に設けら
れたものであっても、施錠装置制御装置に設けられたものであっても、これらとは別に設
けられたものであってもよい。なお、退出兆候検出手段は、操縦者が退出する意志がある
可能性が高いことを検出する退出意志検出手段と称することもできる。
　動力施錠装置は、例えば、操縦者用開閉体に設けられたロック部材を施錠解除位置から
施錠位置に移動させる電動モータ等を含むものとすることができる。電動モータの作動状
態を制御すれば、動力施錠装置を施錠状態にすることができる。
　操縦者用開閉体は、移動体本体に対して回動可能に設けられたものであっても、移動可
能に設けられたものであってもよい。回動可能なものである場合には、移動体の通常の移
動状態において、ほぼ垂直方向に延びる垂直回動軸の回りに回動させられるものであって
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も、ほぼ水平方向に延びる水平回動軸の回りに回動させられるもの（ハッチバック式また
ははね上げ式のドア）であってもよい。また、移動可能なものの一例としては引き戸式の
開閉体が該当する。なお、操縦者用開閉体は、移動体の操縦席近傍の開閉体である場合が
多いが、操縦席近傍にあることは不可欠ではない。
　通信装置の通信領域は、送信装置の識別信号要求信号の送信可能な領域と、受信装置の
識別信号の受信可能な領域との共通領域とされる。共通領域は、送信装置，受信装置の特
性や送信装置と受信装置とが設けられる位置等によって決まる。特性は、例えば、送信装
置，受信装置が備えるアンテナの能力や向きで決まる。アンテナが指向性を有するもので
ある場合には、アンテナの向きによって、信号の送，受信可能な領域が変わる。なお、通
信領域は、大部分が移動体の内側である内側領域であっても、大部分が移動体の外側であ
る外側領域であってもよい。
　本明細書においては、２つの識別情報が予め定められた一対の識別情報同士である場合
に識別情報同士が適合したとする。一対の識別情報同士の一例は、全く同一である２つの
識別情報であるが、異なる２つの識別情報とすることも可能である。例えば、２つの識別
情報を加え合わせた場合に一定の値になる等、予め定められた規則に従って処理した場合
に予め定められた条件を満たす一対の識別情報同士とすることができるのである。
　識別情報同士が適合した場合には、操縦者用開閉体が閉状態にされた後に、施錠状態に
されるのであるが、施錠状態制御装置は、操縦者用開閉体が閉状態にされた後直ちに動力
施錠装置を施錠状態にするものであっても、予め定められた設定時間経過後に施錠状態に
するものであっても、閉状態にされ、かつ、予め定められた条件が満たされた場合に施錠
状態にするものであってもよい。
（２）前記退出兆候検出手段が、前記移動体が移動するはずがない状態にされた場合と、
シートベルトが外された場合との少なくとも一方の場合に移動体から退出する兆候がある
とする(1)項に記載の移動体自動施錠装置。
　移動体が移動するはずがない状態に切り換えられた場合やシートベルトが外された場合
は、操縦者が移動体から退出する可能性が高いとすることができる。移動体の駆動源を制
御するキースイッチ（メインスイッチ，イグニションスイッチ等）がＯＮ状態からＯＦＦ
状態にされたこと、あるいは抜き取られたこと等が検出された場合に、移動体が移動する
はずがない状態に切り換えられとすることができる。また、シートベルトが外されたこと
、すなわち、装着状態から非装着状態に切り換えられたことは、例えば、シートベルトス
イッチの状態によって検出することができる。
（３）前記退出兆候検出手段が、前記操縦者用開閉体が開状態にされた場合に移動体から
退出する兆候があるとする(1)項または(2)項に記載の移動体自動施錠装置。
　操縦者用開閉体が閉状態から開状態にされた場合に操縦者が移動体から退出する可能性
が高いとすることができる。操縦者用開閉体が開状態に切り換えられた場合は、移動体が
移動するはずがない状態に切り換えられた場合、シートベルトが外された場合より、操縦
者が移動体から退出する可能性は高い。そのため、操縦者用開閉体が開状態にされた後に
、識別信号要求信号が送信されるようにすれば、識別信号要求信号が無駄に送信されるこ
とを回避し、通信装置における消費電気エネルギの低減を図ることができる。
　また、本項の移動体自動施錠装置を(2)項の移動体自動施錠装置に適用し、移動体が移
動するはずがない状態とされたこととシートベルトが外されたこととの少なくとも一方が
満たされた後に、開閉体が開状態にされた場合に、退出する兆候があると検出されるよう
にすれば、操縦者が退出する可能性はさらに高くなり、通信装置における消費電気エネル
ギの低減をさらに図ることができる。
（４）前記施錠装置制御装置が、前記退出兆候検出時通信装置に含まれる受信装置が受信
した識別信号の表す識別情報が前記移動体自身の識別情報と適合するか否かの照合結果に
基づいて、前記通信領域内に前記携帯機があるか否かを検出する退出兆候検出時携帯機検
出部を備え、その退出兆候検出時携帯機検出部によって、前記予め定められた通信領域内
に携帯機があることが検出された場合に、前記操縦者用開閉体が閉状態にされた後に前記
動力施錠装置を施錠状態とする(1)項ないし(3)項のいずれか１つに記載の移動体自動施錠
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装置。
　受信装置が、携帯機から送信された識別信号を受信し、その受信した識別信号に対応す
る識別情報が移動体自身の識別情報と適合した場合には、通信領域内に携帯機があるとさ
れる。識別情報同士が適合するか否かの照合は、退出兆候検出時携帯機検出部内の照合部
において行われる。それに対して、照合の結果、これらが適合しない場合には、通信領域
内に携帯機がないとされる。この「識別情報同士が適合しない場合」には、受信装置が携
帯機からの識別信号を受信しなかった場合も含まれる。このことを考慮すれば、退出兆候
検出時携帯機検出部を、(x)携帯機から送信された識別信号の表す識別情報が、前記移動
体自身の識別情報と適合するか否かの照合結果と、(y)前記退出兆候検出時識別信号要求
装置による識別信号要求信号の送信状態と前記受信装置の識別信号の受信状態とに基づく
前記携帯機との間の通信状態との少なくとも一方に基づいて、前記通信領域内に前記携帯
機があるか否かを検出するものとすることができる。この場合には、識別信号要求信号を
送信した後の予め定められた設定時間内に受信装置が識別信号を受信しなかった場合には
、通信領域内に携帯機がないとすることができる。
（５）前記退出兆候検出時識別信号要求装置が、前記識別信号要求信号を、予め定められ
た時間間隔で送信する間欠要求部を含む(1)項ないし(4)項のいずれか１つに記載の移動体
自動施錠装置（請求項２）。
　識別信号要求信号が連続して送信されるようにする場合より、予め定められた時間間隔
で間欠的に送信されるようにした方が、通信装置および携帯機の消費電気エネルギの低減
を図ることができる。本項に記載の技術的特徴は、退出兆候検出時識別信号要求装置のみ
ならず、後述するように、退出検出時識別信号要求装置や領域別通信装置に含まれる識別
信号要求装置に適用することができる。
（６）前記間欠要求部が、予め定められた条件が満たされた場合に、他の場合より大きな
送信間隔で前記識別信号要求信号を送信する間隔可変型間欠要求部を含む(5)項に記載の
移動体自動施錠装置。
　操縦者が移動体から退出する兆候が検出された場合に行われる通信（以下、退出兆候検
出時の通信と略称する）においては、常に、識別信号要求信号の送信間隔（予め定められ
た時間間隔）は同じであってもよいが、予め定められた条件が満たされた場合に、大きく
することができる。例えば、識別情報同士が適合した場合に大きくするのである。識別情
報同士が適合すれば、照合の必要性が低下し、あるいはなくなるからである。
　送信間隔を大きくすることには、単に送信間隔を大きくすることに限らず、識別信号要
求信号が連続的に送信される連続送信状態から間欠的に送信される間欠送信状態に切り換
えることや、連続送信状態あるいは間欠送信状態から送信が全く行われない送信停止状態
（すなわち、送信間隔が無限大にされること）に切り換えることも含まれる。
（７）当該移動体自動施錠装置が、前記識別情報同士が適合した場合に、その適合したこ
とを表す適合情報を記憶する退出兆候検出時適合情報記憶部と、識別情報同士が適合した
場合に、前記退出兆候検出時識別信号要求装置に、識別信号要求信号の送信を停止させる
適合時送信停止部との少なくとも一方を含む(1)項ないし(6)項のいずれか１つに記載の移
動体自動施錠装置（請求項３）。
　退出兆候検出時の通信において識別情報同士が適合したことを表す適合情報を記憶して
おけば、その情報を後で使用することができる。例えば、〔発明の実施の形態〕において
説明するように、操縦者が移動体から退出した可能性が高い場合に行われる通信（以下、
退出検出時の通信と略称する）における照合結果とを組み合わせて動力施錠装置を制御す
ることが可能なのである。適合情報は、携帯機が通信領域内にあることが検出されたこと
を表す携帯機検出情報と称することもできる。適合情報記憶部に適合情報が記憶されてい
ない場合には、識別情報同士が適合しなかったことがわかる。
　また、識別信号要求信号の送信を停止させれば、消費電気エネルギの低減を図ることが
できる。さらに、識別情報同士が適合した場合に、識別信号要求信号の送信を停止させる
ことは妥当なことである。前述のように、識別情報同士が適合すれば、それ以上適合する
か否かの照合、すなわち、通信領域内に携帯機があるか否かの検出を行う必要がないこと
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が多いからである。
（８）当該移動体自動施錠装置が、前記識別情報同士が適合した場合に、その旨を報知す
る報知装置を含む(1)項ないし(7)項のいずれか１つに記載の移動体自動施錠装置。
　本項に記載の移動体自動施錠装置によれば、退出兆候検出時の通信において識別情報同
士が適合した場合に、その旨が報知装置により報知されるため、操縦者は識別情報同士が
適合したことを確認することができる。移動体自動施錠装置が、退出兆候検出時の通信に
おいて識別情報同士が適合した場合は、必ず、施錠状態にされる移動体自動施錠装置であ
る場合には、操縦者は必ず施錠状態にされることを確認することができ、安心である。
　報知装置は、移動体に設けられても、携帯機に設けられてもよい。前者の場合において
、移動体の本体の外側に設ければ、外にいる操縦者にもそのことを確実に知らせることが
できるが、移動体の内部に設けた場合には、操縦者が移動体の外部にいても、報知装置が
作動状態にあることがわかるように、ブザー音を発生させるものとしたり、移動体の外側
からも見える位置に設けられたランプを点滅させるものとしたりすることが望ましい。そ
れに対して、携帯機が適合情報を受信可能なものであり、かつ、報知装置を備えたもので
あれば、適合情報を携帯機に送信して報知装置を作動させれば、操縦者に確実に適合情報
を知らせることができる。この場合には、報知装置が、適合情報を携帯機に送信する適合
情報送信装置を含むことになる。
（９）前記施錠装置制御装置が、前記退出兆候検出時通信装置に含まれる受信装置が受信
した識別信号の表す識別情報が移動体自身の識別情報と適合した場合に、前記操縦者用開
閉体が閉状態とされ、かつ、予め定められた条件が満たされた場合に、前記動力施錠装置
を施錠状態とする条件付き施錠制御装置を含む(1)項ないし(8)項のいずれか１つに記載の
移動体自動施錠装置。
　操縦者用開閉体は、閉状態にされたことに応じて施錠状態にされるようにしてもよいが
、閉状態にされ、かつ、予め定められた条件が満たされた場合に、施錠状態にされるよう
にしてもよい。
（１０）前記施錠装置制御装置が、前記操縦者用開閉体が開状態から閉状態にされた後に
、前記条件付き施錠制御装置を、識別情報照合状態から施錠準備状態に遷移させる状態遷
移部を含む(9)項に記載の移動体自動施錠装置。
　条件付き施錠制御装置においては、識別情報照合用プログラムを実行する識別情報照合
状態からロックスタンバイ用プログラムを実行する施錠準備状態に遷移させられる。動力
施錠装置は、ロックスタンバイ用プログラムの実行に従って施錠状態にされるのであり、
予め定められた条件が満たされた場合に施錠状態にされることになる。
（１１）当該移動体自動施錠装置が、
　前記識別信号要求信号を送信する識別信号要求装置と、前記携帯機から送信された識別
信号を受信する受信装置とを含み、大部分が移動体の内側の領域である内側領域内にある
携帯機との間で通信を行う内側通信装置と、
　前記識別信号要求信号を送信する識別信号要求装置と、前記携帯機から送信された識別
信号を受信する受信装置とを含み、大部分が移動体の外側の領域である外側領域内にある
携帯機との間で通信を行う外側通信装置とを含み、
　前記条件付き施錠装置制御装置が、
　(x)前記内側通信装置に含まれる受信装置が受信した識別信号が表す識別情報が前記移
動体自身の識別情報と適合するか否かの照合結果に基づいて前記携帯機が前記内側領域内
にあるか否かを検出する内側領域携帯機検出装置と、(y)前記外側通信装置に含まれる受
信装置が受信した識別信号が表す識別情報が前記移動体自身の識別情報と適合するか否か
の照合結果に基づいて前記携帯機が前記外側領域内にあるか否かを検出する外側領域携帯
機検出装置とを含む内外領域携帯機検出装置と、
　前記開閉体が閉状態にされた後、前記内外領域携帯機検出装置によって、(a)携帯機が
前記外側領域にある状態が予め定められた設定時間以上継続し、かつ、内側領域にないこ
とが検出された場合と、(b)携帯機が前記外側領域にも内側領域にもないことが検出され
た場合とのいずれか一方の場合に、前記動力施錠装置を施錠状態とする(9)項または(10)
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項に記載の移動体自動施錠装置（請求項９）。
　上記(a)の場合には、携帯機が設定時間以上外側領域にあり、かつ、内側領域にはない
ことが明らかな場合に、施錠状態とされる。したがって、携帯機を持った操縦者が移動体
の外側であってかつ移動体に近い位置にいても、その状態が設定時間以上継続すれば、施
錠状態とされる。また、(b)の場合には、携帯機が内側領域にも外側領域もない場合に施
錠状態にされる。したがって、携帯機を持った操縦者が操縦者用開閉体を放り投げて、速
やかに移動体から離れた場合でも、施錠状態にされる。その上、(a)，(b)いずれの場合に
も、携帯機が内側領域内にあれば施錠状態とはされないため、携帯機が移動体の内側に置
き忘れられたまま施錠状態にされることはない。
　また、内側領域が図２の領域Ａであり、外側領域が領域Ｂである態様においては、携帯
機が外側領域にあって内側領域にない場合は、携帯機が図２の領域Ｃ（領域Ｂから領域Ａ
を除いた領域）にある場合であり、この場合には従来の車両施錠制御装置においては施錠
状態にされなかった。それに対して、本項に記載の移動体自動施錠装置においては領域Ｃ
にあることが検出された時点から予め定められた設定時間経過後に施錠状態にされるので
あり、防犯上の安全性を向上させることができ、信頼性を向上させることができる。
　本内外領域携帯機検出装置による携帯機の検出は、識別情報照合状態から施錠準備状態
に遷移させられた後（例えば、識別情報照合モードからロックスタンバイモードに遷移し
た後）に行われる。また、識別情報照合用プログラムと共に常時実行されるロックスタン
バイ用プログラムの実行によって行われるようにすることもできる。
　なお、内側領域通信装置，外側領域通信装置は、退出兆候検出時通信装置と別個の通信
装置としたり、一部を共有する装置（内側領域通信装置，外側領域通信装置の少なくとも
一方を退出兆候検出時通信装置とする態様も含む）としたりすることができる。
（１２）当該移動体自動施錠装置が、
　前記操縦者が移動体から退出した可能性が高いことを検出する操縦者退出検出手段と、
　その操縦者退出検出手段によって操縦者が移動体から退出した可能性が高いことが検出
された場合に、前記識別信号要求信号を送信する退出検出時識別信号要求装置と、前記携
帯機から送信された識別信号を受信する受信装置とを備え、予め定められた通信領域内に
ある携帯機との間で通信を行う退出検出時通信装置を含み、
　前記施錠装置制御装置が、
　前記退出検出時通信装置に含まれる受信装置が受信した識別信号の表す識別情報が前記
移動体自身の識別情報と適合するか否かの照合結果に基づいて、前記通信領域内に前記携
帯機があるか否かを検出する退出検出時携帯機検出装置と、
　前記退出兆候検出時通信装置に含まれる受信装置が受信した識別信号の表す識別情報が
移動体自身の識別情報と適合した場合において、前記退出検出時携帯機検出装置によって
、前記領域内に携帯機がないと検出された後に、前記動力施錠装置を施錠状態にする退出
検出時不適合施錠制御装置と
を含む(1)項ないし(11)項のいずれか１つに記載の移動体自動施錠装置。
　退出兆候検出時の通信において識別情報同士が適合すれば、退出検出時の通信において
適合しなくても、動力施錠装置が施錠状態にされる。そのため、操縦者用開閉体が放り投
げられた場合においても、動力施錠装置が施錠状態にされることになる。
　退出検出時不適合施錠制御装置は、(9)～(11)項に記載のように、退出検出時の通信に
おいて携帯機がないことが検出された場合に、直ちに、動力施錠装置を施錠状態にするも
のであっても、予め定められた条件が満たされた場合に施錠状態にするものであってもよ
い。この場合において、退出検出時の通信における携帯機の有無の検出は、(9)～(11)項
に記載の施錠制御装置との関係において、操縦者開閉体が閉状態にされた後の施錠準備状
態において行われる検出であると考えても、施錠準備状態に遷移させられる以前に行われ
る検出であると考えることもできる。
（１３）当該移動体自動施錠装置が、前記退出検出時携帯機検出装置によって前記領域内
に携帯機がないとされた場合に、前記退出兆候検出時適合情報記憶部に適合情報が記憶さ
れていれば、その旨を報知する報知装置を含む(12)項に記載の移動体自動施錠装置（請求
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項４）。
　(12)項に記載のように、退出兆候時の通信によって携帯機が検出された場合には、退出
検出時の通信によって携帯機が検出されなくても動力施錠装置が施錠状態にされる移動体
自動施錠装置においては、退出検出時に携帯機が検出されなかった場合に報知装置を作動
させれば、操縦者に動力施錠装置が施錠状態にされることがわかり、安心である。報知装
置は、動力施錠装置が施錠状態にされることを操縦者に報知する施錠報知装置であると考
えることも可能である。
（１４）操縦者が出入りするための操縦者用開閉体と、動力源を有して操縦者用開閉体を
施錠する動力施錠装置とを備えた移動体に設けられ、その移動体の施錠を制御する施錠制
御装置であって、
　(i)前記移動体が移動するはずがない状態にされた場合と、(ii)シートベルトが外され
た場合と、(iii)前記操縦者用開閉体が開状態にされた場合とのうちの少なくとも１の場
合に、操縦者が移動体から退出する兆候があると検出する退出兆候検出手段と、
　その退出兆候検出手段によって操縦者が移動体から退出する兆候が検出された場合に、
携帯機へ識別信号を要求する識別信号要求信号を送信する退出兆候検出時識別信号要求装
置と、前記携帯機から送信された識別信号を受信する受信装置とを含み、予め定められた
通信領域内にある携帯機との間で通信を行う退出兆候検出時通信装置と、
　前記操縦者用開閉体が開状態から閉状態にされた場合に操縦者が移動体から退出した可
能性があると検出する退出検出手段と、
　その退出検出手段によって操縦者が移動体から退出した可能性があると検出された場合
に、前記識別信号要求信号を送信する退出検出時識別信号要求装置と、携帯機から送信さ
れた識別信号を受信する受信装置とを含み、予め定められた通信領域内にある携帯機との
間で通信を行う退出検出時通信装置と、
　(a)前記退出兆候検出時通信装置に含まれる受信装置が受信した識別信号が表す識別情
報が前記移動体自身の識別情報と適合するか否かの照合結果に基づいて、前記通信領域内
に前記携帯機があるか否かを検出する退出兆候検出時携帯機検出装置と、(b)前記退出検
出時通信装置に含まれる受信装置が受信した識別信号が表す識別情報が前記移動体自身の
識別情報と適合するか否かの照合結果に基づいて、前記通信領域内に前記携帯機があるか
否かを検出する退出検出時携帯機検出装置とを含み、前記退出検出時携帯機検出装置によ
る検出結果と、前記退出兆候検出時携帯機検出装置による検出結果とに基づいて、前記動
力施錠装置を制御する施錠装置制御装置と
を含む移動体自動施錠装置（請求項１）。
　退出兆候検出時の通信における携帯機の検出結果と退出検出時の通信における携帯機の
検出結果との少なくとも一方に基づいて動力施錠装置が施錠状態にされるようにすれば、
予め決められたいずれか一方の検出結果のみに基づいて施錠状態にされる場合に比較して
、多くの機会に施錠状態にすることができる。防犯上の安全性を向上させることができ、
信頼性を向上させることができる。また、退出兆候検出時の通信における検出結果と退出
検出時の通信における検出結果との両方に基づけば、携帯機の移動の状態を検出すること
ができ、一層きめ細かな制御を行うことができる。
　なお、退出兆候検出時通信装置と退出検出時通信装置との通信領域は同じであっても異
なっていてもよいが、異なっている場合の方がきめ細かな制御を行うことが容易である。
また、本項に記載の移動体自動施錠装置には、(1)項ないし(13)項のいずれかの技術的特
徴を採用することができる。
　例えば、施錠装置制御装置は、
　(x)上述の両方の検出結果に基づいて施錠するか否かを決定する施錠決定手段と、(y)そ
の施錠決定手段によって施錠することに決定された場合に、前記動力施錠装置を施錠準備
状態に遷移させる状態遷移部とを含むものとしても、
　(x)上記施錠決定手段と、(z)その施錠決定手段によって施錠することに決定された場合
に前記動力施錠装置を施錠状態にする施錠実行部とを含むものとしてもよい。
（１５）前記第１通信領域と前記第２通信領域との少なくとも一方が、互いに異なる領域
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を有する予め定められた複数の通信領域を含み、
　その少なくとも一方に対応する前記退出検出時通信装置と退出兆候検出時通信装置との
少なくとも一方が、前記複数の通信領域毎に前記携帯機と通信可能な領域別通信装置であ
り、
　その領域別通信装置に対応する退出検出時携帯機検出装置と退出兆候検出時携帯機検出
装置との少なくとも一方が、前記複数の通信領域の各々における前記携帯機の有無を検出
する領域別携帯機検出装置である(14)項に記載の移動体自動施錠装置（請求項１０）。
　退出検出時通信装置と退出兆候検出時通信装置との少なくとも一方を、領域別通信装置
とすれば、携帯機の位置をきめ細かに検出することができる。また、それに基づいて動力
施錠装置が制御されるため、信頼性を向上させることができる。
　上述の領域別通信装置は、識別信号要求信号を複数の通信領域毎に選択的に送信可能な
選択的識別信号要求装置を含むものとしたり、複数の領域毎に選択的に識別信号を受信可
能な選択的受信装置を含むとしたりすることができる。選択的識別信号要求装置や選択的
受信装置としては、例えば、指向性を有するアンテナを含み、そのアンテナの向きが可変
である装置が採用可能である。また、領域別通信装置は、予め定められた通信領域内にあ
る携帯機との間で通信可能な通信装置を複数含むものとすることもできる。複数の通信装
置が互いに同じである場合には、それら通信装置を移動体の互いに隔たった位置に設けれ
ば、互いに異なる領域を含む複数の予め定められた通信領域毎に携帯機との通信が可能と
なる。
（１６）開閉体と、動力源を有して開閉体を施錠可能な動力施錠装置とを備えた移動体に
設けられ、その移動体の施錠を制御する施錠制御装置であって、
　携帯機へ識別信号を要求する識別信号要求信号を送信する識別信号要求装置と、前記携
帯機から送信された識別信号を受信する受信装置とを含み、互いに異なる領域を有する予
め定められた複数の通信領域毎に、前記携帯機と通信可能な領域別通信装置と、
　前記受信装置が受信した識別信号の表す識別情報が前記移動体自身の識別情報と適合す
るか否かの照合結果に基づいて、前記複数の通信領域各々に携帯機があるか否かを検出可
能な領域別携帯機検出装置を含み、前記複数の通信領域のうちの少なくとも２つの通信領
域各々における前記領域別携帯機検出装置による携帯機の有無の検出結果に基づいて前記
動力施錠装置を施錠状態にする複数情報対応施錠制御装置と
を含む移動体自動施錠装置。
　複数の通信領域における携帯機の有無の情報に基づけば、携帯機の位置をきめ細かに検
出することができる。また、それに基づいて複数情報対応施錠制御装置により施錠状態が
適切に制御されるため、信頼性を向上させることができ、使い勝手をよくすることができ
る。
　例えば、複数領域毎の検出結果に基づく制御パターンを予め記憶させておき、その制御
パターンに従って制御することができる。制御パターンの一例について説明する。
　領域別通信装置を、図２に示すように、大部分が移動体の内側の領域である内側領域Ａ
において携帯機との間で通信が行われる内側通信装置と、大部分が移動体の外側の領域で
ある外側領域Ｂにおいて通信が行われる外側通信装置とを含む場合において、
　(i)内側領域Ａ内に携帯機が検出され、かつ、外側領域Ｂ内に検出されない場合は、施
錠状態にしない。携帯機が移動体内にある場合には、施錠状態にする必要がないのが普通
であるからである。特に、携帯機が移動体内にあり、操縦者が移動体外にいる場合に施錠
状態にされれば、携帯機の閉じ込めが生じ、不都合である。
　(ii)内側領域Ａ内に携帯機が検出されず、かつ、外側領域Ｂ内に検出された場合は、施
錠状態にする。携帯機が前述の領域Ｃ（外側領域Ｂの移動体近傍でない領域）にある可能
性が高いため、防犯上、施錠状態にした方がよいからである。
　(iii)内側領域Ａ内にも、外側領域Ｂ内にも携帯機が検出された場合は、施錠状態にし
ない。両方で検出された場合は、内側領域Ａと外側領域Ｂとの共通領域Ｄ、すなわち、移
動体の内側にいるか移動体の外側の極近傍にいるかのいずれかであり、施錠状態にする必
要は必ずしもないのである。
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　(iv)内側領域Ａ内にも、外側領域Ｂ内にも携帯機が検出されない場合（領域Ｅにあると
推定される場合）は、施錠状態にする。施錠状態にした方が防犯上安全であるからである
。
　従来の車両施錠制御装置においては、(iv)のように、外側領域Ｂで検出されない場合（
領域Ｅにあると推定される場合）には、施錠状態にされないのであるが、本項に記載の移
動体自動施錠装置によれば、施錠状態にすることができる。また、従来の車両施錠制御装
置においては、外側領域内に携帯機が検出されている間[(ii)，(iii)]は、施錠状態にさ
れなかったが、本項に記載の移動体自動施錠装置によれば、携帯機が外側領域内の移動体
の極近傍にある場合（iii）に施錠状態にしないで、移動体から離れている場合（ii）に
施錠状態にすることができるのであり、信頼性を向上させることができる。
　なお、複数通信領域は、上述の内側領域Ａと外側領域Ｂとを含む場合に限らず、内側領
域と外側領域とのいずれか一方において、互いに異なる領域を含む複数の通信領域を含む
ものとすることもできる。また、領域別信号要求装置は、識別信号要求信号を退出兆候検
出時に送信するものであっても退出検出時に送信するものであってもよい。さらに、本項
に記載の移動体自動施錠装置には、(1)項ないし(15)項のいずれかに記載の技術的特徴を
採用することができる。
（１７）前記領域別通信装置が、予め定められた通信領域内にある携帯機との間で通信を
行う複数の通信装置であって、これら複数の通信装置の各々の通信領域が互いに異なる領
域を含む通信領域である領域毎通信装置を含み、
　それら複数の領域毎通信装置のうちの少なくとも１つに含まれる識別信号要求装置を、
前記操縦者が移動体から退出する兆候が検出された場合に、前記識別信号要求信号を送信
する退出兆候検出時識別信号要求装置とし、かつ、
　前記複数情報対応施錠制御装置が、前記退出兆候検出時識別信号要求装置を含む領域毎
通信装置によって通信が行われる通信領域内における携帯機の有無の検出結果を含む少な
くとも２つの検出結果に基づいて前記動力施錠装置を制御するものである(16)項に記載の
移動体自動施錠装置。
　退出兆候検出時の通信における携帯機の有無の検出結果を含む複数領域毎の検出結果に
基づけば、施錠状態をさらにきめ細かに制御することが可能となる。
　例えば、領域毎通信装置の１つを、前述のように、内側領域Ａにおいて携帯機との間で
通信を行う内側通信装置とし、他の１つを外側領域Ｂにおいて通信を行う外側通信装置と
し、これら内側通信装置，外側通信装置に含まれる識別信号要求装置が、開閉体が閉状態
にある場合に送信するものである場合において、
　(i)内側領域Ａ内にも外側領域Ｂ内にも携帯機が検出されず（領域Ｅにあると推定され
）、かつ、退出兆候検出時の通信において識別信号が適合していた場合に、施錠状態とす
ることができる。退出兆候検出時の通信において一旦適合していれば、そのことに基づい
て施錠状態にしても差し支えないのである。
　(ii)内側領域Ａにも外側領域Ｂにも携帯機が検出されず（領域Ｅにあると推定され）、
かつ、退出兆候検出時の通信において識別信号が適合していない場合には、携帯機が異常
であるとすることができる。携帯機において故障あるいは電池切れ等に起因して、識別信
号を送信不能な異常状態になった可能性が高いのである。また、報知装置を作動させるこ
とができる。
　退出兆候検出時の通信における検出結果は、内側領域Ａ，外側領域Ｂの少なくとも一方
における検出結果であっても、それ以外の領域における検出結果であってもよい。
（１８）前記複数情報対応施錠制御装置が、前記複数の通信領域のうちの少なくとも２つ
の通信領域各々において前記領域別携帯機検出装置によって前記携帯機が検出されなかっ
た場合に、前記携帯機が異常であるとする異常検出装置を含む(16)項または(17)項に記載
の移動体自動施錠装置。
　領域別通信装置によって通信可能な複数の通信領域すべてについて携帯機が検出されな
かった場合に異常であるとすることもできる。また、退出兆候検出時識別信号要求装置を
含む通信装置によって通信が行われる通信領域内における携帯機の有無の検出結果を考慮
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すれば異常であることの検出精度を向上させることができる。
（１９）前記施錠装置制御装置が、前記退出兆候検出時携帯機検出装置によって前記第１
通信領域内に前記携帯機があると検出され、かつ、前記退出検出時携帯機検出装置によっ
て前記第２通信領域内に携帯機がないと検出された場合に、前記動力施錠装置を施錠状態
とすると決定する決定部を含む(14)項に記載の移動体自動施錠装置（請求項５）。
（２０）前記施錠装置制御装置が、前記退出兆候検出時携帯機検出装置によって前記第１
通信領域内に前記携帯機がないと検出され、かつ、前記退出検出時携帯機検出装置によっ
て前記第２通信領域内に携帯機がないと検出された場合に、前記動力施錠装置を施錠状態
とすると決定する決定部を含む(14)項または(19)項に記載の移動体自動施錠装置（請求項
６）。
（２１）前記退出兆候検出時通信装置が、大部分が前記移動体の外側の領域である外側領
域を前記第１通信領域として、前記携帯機との間で通信を行う退出兆候検出時外側通信部
を含む(14)項、(19)項、(20)項のいずれか１つに記載の移動体自動施錠装置（請求項７）
。
（２２）前記第２通信領域が複数の領域を含み、前記退出検出時通信装置が、大部分が前
記移動体の内側の領域である内側領域を前記複数の第２通信領域のうちの１つとして、そ
の内側領域内にある前記携帯機との間で通信を行う退出検出時内側通信部と、大部分が前
記移動体の外側の領域である外側領域を前記複数の第２通信領域のうちの他の１つとして
、その外側領域内にある前記携帯機との間で通信を行う退出検出時外側通信部とを含む(1
4)項、(19)項～(21)項のいずれか１つに記載の移動体自動施錠装置（請求項８）。
（２３）移動体に設けられ、携帯機との間の通信により識別情報の照合を行い、その照合
結果に基づいて移動体の状態を制御する移動体状態制御装置が、
　操縦者が移動体から退出する兆候を検出する退出兆候検出手段と、
　その退出兆候検出手段によって操縦者が移動体から退出する兆候が検出された場合に、
前記携帯機へ識別情報の送信を要求する送信要求信号を送信する識別信号要求装置と
を含む移動体状態制御装置。
　本項に記載の移動体状態制御装置においては、退出兆候検出時の通信における照合結果
に基づいて移動体の状態が制御される。動力施錠装置の施錠状態のみでなく、例えば、移
動体の駆動装置等を制御することができるのである。例えば、(16)項に関連して記載した
(i)の場合（内側領域Ａで検出され、外側領域Ｂで検出されない場合）、(iii)の場合（内
側領域Ａにおいても外側領域Ｂにおいても検出された場合）等には、駆動装置を制御する
。例えば、駆動スタートスタンバイ制御を行うのである。操縦者が移動体の内側領域ある
いは極近傍にいる可能性が高い場合には、移動体を移動させる可能性が高いからである。
　本項に記載の移動体状態制御装置には、(1)項ないし(22)項のいずれか１つに記載の技
術的特徴を採用することができる。
（２４）予め定められた領域内における携帯機との間の通信によって携帯機が通信領域内
にあるか否かを検出する携帯機検出装置であって、
　操縦者が移動体から退出する兆候を検出する退出兆候検出手段と、
　その退出兆候検出手段によって操縦者が移動体から退出する兆候が検出された場合に、
携帯機へ識別信号を要求する識別信号要求信号を送信する退出兆候検出時識別信号要求装
置と、前記携帯機から送信された識別信号を受信する受信装置とを含み、予め定められた
領域内にある携帯機との間で通信を行う退出兆候検出時通信装置と、
　その退出兆候検出時通信装置に含まれる受信装置において受信された識別信号に対応す
る識別情報が前記移動体自身の識別情報と適合するか否かの照合結果に基づいて、前記携
帯機が前記領域内にあるか否かを検出する携帯機検出手段と
を含む携帯機検出装置。
　本項に記載の携帯機検出装置には、前記(1)項ないし(23)項のいずれかに記載の技術的
特徴を採用することができる。
（２５）操縦者が出入りするための操縦者用開閉体と、動力源を有して操縦者用開閉体を
施錠する動力施錠装置とを備えた移動体に設けられ、その移動体を自動的に施錠する移動
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体自動施錠装置であって、
　携帯機へ識別信号を要求する識別信号要求信号を送信する識別信号要求装置と、前記携
帯機から送信された識別信号を受信する受信装置とを含み、予め定められた通信領域内に
ある携帯機との間で通信を行う通信装置と、
　前記操縦者が移動体から退出する兆候を検出する退出兆候検出手段と、
　その退出兆候検出手段によって操縦者が移動体から退出する兆候が検出された場合にお
いて、前記通信装置に含まれる前記受信装置が受信した識別信号の表す識別情報が、移動
体自身の識別情報と適合した場合に、前記操縦者用開閉体が閉状態にされた後に前記動力
施錠装置を施錠状態にする施錠装置制御装置と
を含む移動体自動施錠装置。
　本項に記載の移動体自動施錠装置においては、退出する兆候が検出された場合における
照合結果に基づいて、動力施錠装置が制御される。通信装置は、常に識別信号要求信号を
送信する装置であってもよく、照合結果が、退出する兆候が検出された場合のものであれ
ばよいのである。
　本項に記載の携帯機検出装置には、前記(1)項ないし(24)項のいずれかに記載の技術的
特徴を採用することができる。
【０００６】
【発明の実施の形態】
以下、本発明の一実施形態である移動体自動施錠装置としての車両ドアロック制御装置を
図面に基づいて詳細に説明する。車両ドアロック制御装置は、移動体状態制御装置の一態
様でもある。
図１，２において、１０は、車両側に設けられたドアロックＥＣＵであり、コンピュータ
を主体とするＩＤ判定部１２と、駆動回路１４とを含む。ＩＤ判定部１２は、種々の通信
に関するプログラムや照合結果等を格納するメモリ１６を含む。駆動回路１４は、ドアロ
ック用モータ１８，バッテリ１９を含む電気回路に設けられたものであり、スイッチング
装置を含む。駆動回路１４の制御により、ドアロック用モータ１８が、正方向に回転させ
られたり、逆方向に回転させられたりする。正方向に回転させられることにより施錠状態
とされ、開閉体としてのドア２０がロックされる。また、逆方向に回転させられることに
より解錠状態とされ、ドア２０がアンロックされる。本実施形態においては、ドア２０は
、運転者出入り用ドアであり、運転席側のドアである。
ドアロックＥＣＵ１０には、２つの送信機２２，２４と１つの受信機２６とが接続されて
いる。一方の送信機２２は車室内のほぼ中央、本実施形態においては、センタコンソール
近傍に設けられ、他方の送信機２４は、運転者出入り用ドア２０の外側のドアノブの外面
に埋め込まれている。また、受信機２６は、送信機２２，２４に共通に設けられたもので
ある。これら送信機２２，２４の送信領域内から送信された識別信号を受信可能な能力を
有するものであり、いずれの送信領域から送信された識別信号も受信可能な位置に設けら
れている。
【０００７】
本実施形態においては、送信機２２および受信機２６によって車室内検出用（車室内照合
用）通信装置２７が構成され、送信機２４および受信機２６によって車室外検出用（車室
外照合用）通信装置２８が構成される。
送信機２２，２４から識別信号要求信号が送信され、携帯機３２から送信された識別信号
が受信機２６において受信される。受信した識別信号が表す識別情報が、自身の識別情報
と適合するか否かがＩＤ判定部１２において照合され、その照合結果に基づいて駆動回路
１４が制御され、ドア２０のロック状態が制御されるのである。
車室内検出用通信装置２７は、図２の領域Ａに携帯機３２がある場合に携帯機３２と通信
が可能なものであり、車室外検出用通信装置２８は、領域Ｂに携帯機３２がある場合に通
信可能なものである。上述のように、これら領域は送信機の能力によって決まる。また、
車両ドアロックＥＣＵ１０，通信装置２７，２８等は車体側に設けられているため、これ
らを合わせて車体側装置３４と称する。
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【０００８】
送信機２２，２４は、ドアロックＥＣＵ１０からの制御信号に応じて識別信号要求信号を
送信するものであり、例えば、図３に示すように、トランジスタ３５，発振素子３６，ア
ンテナ３８等を含むものとすることができる。ドアロックＥＣＵ１０から制御信号として
のＯＮ信号が端子３９を経て供給されると、トランジスタ３５がＯＮとなり、アンテナ３
８を経て信号が出力されるが、この出力信号は、発振素子３６により予め定められた周波
数（本実施形態においては、１３４．２ｋＨｚ）で振動させられる。ドアロックＥＣＵ１
０からの制御信号がＯＦＦ信号である場合は、トランジスタ３５のベースには電流が供給
されない。
【０００９】
受信機２６は、携帯機３２から送信された識別信号を受信して、その識別信号が表す識別
情報をドアロックＥＣＵ１０に供給するものであり、例えば、図４に示すように、アンテ
ナ４０、複数のバンドパスフィルタ４１～４３、局部発振器４４、ミキサ４６、ローパス
フィルタ４８、複数のアンプ５０，５１、コンパレータ５２等を含むものとすることがで
きる。アンテナ４０を介して受信した信号から、バンドバスフィルタ４１，プリアンプ５
０，バンドパスフィルタ４２を経て予め決められた帯域の周波数（本実施形態においては
、３００ＭＨｚ）の信号が抽出され、増幅された後、局部発振器４４から供給された周波
数の信号とミキサ４６においてミキシングされて中間周波数の信号が得られる。その後、
バンドパスフィルタ４３によって不要周波数成分が除去され、リミッタアンプ５１によっ
て振幅制限されて増幅された後、ローパスフィルタ４８において不要高周波成分が除去さ
れた後、コンパレータ５２において基準レベルと比較されることによってディジタル化さ
れて、ドアロックＥＣＵ１０へ供給される。
【００１０】
ドアロックＥＣＵ１０には、カーテシランプスイッチ５４，イグニションスイッチ５６，
車室内に設けられた警報装置５８，図示しないシートベルトが装着状態にあるか非装着状
態にあるかを検出するシートベルトスイッチ５９等が接続されている。カーテシランプス
イッチ５４により、ドア２０が開状態にあるか閉状態にあるかを検出することができる。
また、イグニションスイッチ５６がＯＦＦ状態にある場合には、車両が移動させられるは
ずがない状態であるとすることができる。警報装置５８は、後述するように、識別信号が
一度も一致しなかった場合に作動させられるものである。本実施形態においては、車室内
に設けられたものであるが、例えば、ブザーを発生させるものとすれば、運転者が車外に
いてもそのことを報知することができる。また、シートベルトが装着状態から非装着状態
に切り換えられたことがシートベルトスイッチ５９によって検出された場合には、運転者
が車両から降りる意志がある可能性が高いことがわかる。降車意志がある可能性が高いこ
とを検出することができるのであり、降りる兆候を検出することができる。イグニション
スイッチ５６がＯＦＦにされた場合、ドア２０が閉状態から開状態に切り換えられた場合
にも、同様に、降車する兆候があると検出することができる。それに対して、ドア２０が
開状態から閉状態に切り換えられた場合には、運転者が降車した可能性が高いと検出する
ことができる。
メモリ１６は、ＲＯＭ，ＥＥＰＲＯＭ，ＲＡＭとを含むものであり、ＲＯＭには、図６～
１０のフローチャートで表されるプログラム等が格納され、ＥＥＰＲＯＭには、車両を特
定するための識別情報が格納されている。ＲＡＭには、識別情報の照合結果が記憶される
。
【００１１】
携帯機３２は、車体側装置３４から送信される識別信号要求信号に応じて、または、運転
者のスイッチ操作に応じて、識別信号を送信するものであり、例えば、図５に示すように
、車体側装置３４から送信される識別信号要求信号を受信するアンテナ６０等を含む受信
機６２と、車体側装置３４に識別信号を送信するアンテナ６４等を含む送信機６６と、Ｉ
Ｄ発生部６８，スイッチ７０等を含むものとすることができる。
受信機６２において、アンテナ６０において受信した信号は検波部７２において予め定め
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られた周波数（本実施形態においては、１３４．２ｋＨｚ）の信号が抽出され、増幅器に
よって増幅されて、比較器７４に供給される。供給された信号が予め定められた周波数の
信号であるか否かが検出され、供給された信号が自身に対応する送信機から送信されたも
のであることが判定された場合には、ハイレベルの信号がＩＤ発生部６８に供給される。
アンテナ６０に、予め定められた周波数の信号が受信された場合に、ＩＤ発生部６８にハ
イレベルの信号が出力されるのである。
一方、スイッチ７０は、常に（非操作状態にある間）開状態にあるスイッチであり、操縦
者に操作された（押された）ときに、直流電源７８のハイレベルの電流がＩＤ発生部６８
に供給される。
【００１２】
ＩＤ発生部６８は、ハイレベルの電流が供給されると、記憶部に記憶された識別情報を読
みだして、識別情報に対応する制御信号をトランジスタ８０のベースに供給する。前述の
場合と同様に、制御信号はディジタルの信号であって、１の場合にはＯＮ（ハイレベル）
信号，０の場合はＯＦＦ（ローレベル）信号とされる。
また、トランジスタ８０のベースに供給される信号がハイレベルの間、発振素子８２によ
り予め定められた周波数で振動させられる。発振素子８２による周波数（本実施形態にお
いては、３００ＭＨｚ）の搬送波が識別情報でＡＭ変調された識別信号がアンテナ６４か
ら送信されることになる。
この携帯器３２から送信される信号は、携帯器３２を特定するための識別情報に対応する
識別信号であり、受信機２６において受信され、ドアロックＥＣＵ１０において、識別情
報同士が一致するか否かの照合が行われる。
【００１３】
以上のように構成された車両ドアロック制御装置における作動について説明する。
本実施形態においては、予め定められた条件が満たされた場合に、送信機２２，２４のい
ずれか一方から識別信号要求信号が送信される。そして、受信機２６において識別信号を
受信したか否か、受信機２６において受信した識別信号に対応する識別情報がドアロック
ＥＣＵ１０のＥＥＰＲＯＭに記憶されている識別情報と一致するか否かの照合が行われる
。そして、一致するか否かの照合結果（携帯機３２が予め定められた領域内にあるか否か
の検出結果）に基づいて、ドアロック用モータ１８の作動を制御する駆動回路１４が制御
されるのである。
【００１４】
イグニションスイッチ５６がＯＦＦ状態にされ、かつ、運転席側のドア２０が開状態にさ
れた場合に、車室外用の送信機２４にドアロックＥＣＵ１０から制御信号が供給され、ア
ンテナ３８から識別信号要求信号が出力される。本実施形態においては、イグニションス
イッチ５６がＯＦＦ状態にされ、かつ、運転席側のドア２０が開状態にされた場合に、運
転者に降車する兆候があるとされて、識別信号要求信号の送信が開始されるのである。
それに対して、受信機２６において、携帯機３２から送信された識別信号を受信した場合
には、その識別信号に対応する識別情報が車両の識別情報と一致するか否かの照合が行わ
れる。照合の結果、一致した場合には、そのことを表す情報（開時一致情報）がＲＡＭ（
メモリ１６）に記憶され、送信機２４からの識別信号要求信号の送信が停止させられる。
また、受信機２６において識別信号を受信しない場合、受信した識別信号に対応する識別
情報が一致しない場合には、予め定められた設定時間毎に、識別信号要求信号が送信され
る。
【００１５】
次に、運転席側のドア２０が閉状態にされた場合に、車室内用の送信機２２，車室外用の
送信機２４の順番に制御信号がドアロックＥＣＵ１０から供給され、順番に識別信号要求
信号が出力される。本実施形態においては、運転席側のドア２０が開状態から閉状態にさ
れた場合に、運転者が車両から降りた可能性が高いとされて、識別信号要求信号が送信さ
れるのである。
そして、上述のように、受信機２６において識別信号を受信したか否か、受信した識別信



(16) JP 4649703 B2 2011.3.16

10

20

30

40

50

号に対応する識別情報が一致するか否かの照合が行われる。
本実施形態においては、ドア２０が閉状態にされた場合の照合結果と、ドア２０が開状態
にされた場合の照合結果との両方に基づいてドアロック用モータ１８の作動状態が制御さ
れる。
【００１６】
図６のフローチャートはドア開時キー検出プログラムを表す。ドア開時キー検出プログラ
ムは、降車兆候検出時キー検出プログラムでもある。
ステップ１（以下、Ｓ１と略称する。他のステップについても同様とする）において、イ
グニションスイッチ５６がＯＦＦ状態になったか否かが判定される。ＯＦＦ状態にある場
合には、Ｓ２において、フラグＦが０にされ（リセットされ）、Ｓ３において、カーテシ
ランプスイッチ５４の状態に基づき、ドア２０が開状態にあるか否かが判定され、閉状態
にある場合には、開状態になるのが待たれる。開状態にされれば、Ｓ４において、車室外
リクエストモードが設定される。送信機２４から識別信号要求信号が送信される状態にさ
れるのである。また、Ｓ５において、ドア２０が閉状態にあるか否か判定され、閉状態で
ないことが確認されれば、Ｓ６において、ドアＥＣＵ１０から車室外用の送信機２４に制
御信号が出力される。その結果、車室外用の送信機２４から識別信号要求信号が送信され
ることになる。識別信号要求信号（識別信号リクエスト信号）は、チャレンジ信号と称す
ることもできる。
Ｓ６において識別信号要求信号を送信してから予め定められた設定時間経過後に、Ｓ７に
おいて受信機２６において、識別信号を受信したか否かが判定される。車体側装置３４か
ら送信した信号を携帯機３２が受信し、それに応じて携帯機３２から信号が送信され、そ
の送信された信号を受信するまでの時間だけ待った後に、Ｓ７が実行されるのである。
【００１７】
識別信号を受信した場合には、Ｓ８において、受信した識別信号に対応する識別情報が車
両自身の識別情報と一致するか否かが判定される。一致した場合には、Ｓ９において、フ
ラグＦが１にセットされ、Ｓ１０において、待機モードが設定され、ドア開状態キー検出
プログラムの実行が終了させられる。
受信機２６において識別信号を受信しない場合、識別情報同士が一致しない場合には、Ｓ
７，８のいずれか一方における判定がＮＯとなり、Ｓ１１において、予め定められた設定
時間が経過するのが待たれ、その後、Ｓ５に戻される。ドア２０が未だ開状態にあるか否
が判定され、開状態にある場合には、Ｓ６以降が実行される。識別信号要求信号が送信さ
れるのであるが、Ｓ１１の実行により、識別信号要求信号が設定時間毎に、すなわち、間
欠的に送信されることになる。
それに対して、ドア２０が閉状態に切り換えられた場合には、Ｓ５における判定がＹＥＳ
となり、Ｓ１０において、待機モードに切り換えられたのち、ドア開状態キー検出プログ
ラムの実行が終了させられる。ドア２０が開状態にある間、識別信号要求信号が間欠的に
送信されるのであるが、開状態にある間に識別情報が一致しなかった場合には、フラグＦ
は０のままである。
【００１８】
一方、図７のフローチャートで表されるドア閉時キー検出プログラムの実行により、ドア
２０が閉状態にされるのが待たれる。Ｓ２０において、フラグＩＮ，ＯＵＴがリセットさ
れ、Ｓ２１において、ドア２０が閉状態にあるか否かが判定される。閉状態にある場合に
は、Ｓ２１における判定がＹＥＳとなり、Ｓ２２において、車室内リクエストモードが設
定される。運転者が降車した可能性が高いことが検出された場合に、Ｓ２２以降が実行さ
れるので、本プログラムは、降車検出時キー検出プログラムと称することもできる。
Ｓ２３において、車室内カウンタがリセットされ（カウント値Ｒinが０にされ）、Ｓ２４
において、車室内用の送信機２２から識別信号要求信号が送信される。Ｓ２５において、
受信機２６において識別信号が受信されたか否か、Ｓ２６において、受信された識別信号
に対応する識別情報が一致するか否かが判定される。識別情報が一致した場合には、Ｓ２
７において、フラグＩＮが１にセットされる。
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【００１９】
それに対して、識別信号が受信されない場合、識別情報が一致しない場合には、Ｓ２８に
おいて、車室内カウントのカウント値Ｒinが３以上であるか否かが判定される。カウント
値Ｒinが３より小さい場合には、判定がＮＯとなり、Ｓ２９において、カウント値が１増
加させられて、Ｓ２４の実行に戻される。
本実施形態においては、Ｓ２４～２６が３回実行（リトライ）されるうち、すなわち、予
め定められた設定時間以内に、受信機２６において識別信号が受信されない場合と、識別
情報が一致しない場合とのいずれかの場合（これらを、識別信号が一致しない場合と総称
することができる）に、領域Ａ内に携帯器３２がないと判定される。領域Ａ内に携帯機３
２がないと検出された場合には、フラグＩＮは０のままである。
【００２０】
次に、Ｓ３０において車室外リクエストモードが設定される。Ｓ３１において車室外カウ
ントのカウント値Ｒout が０にされ、Ｓ３２において、車室外用送信機２４から識別信号
要求信号が送信される。それに応じて、Ｓ３３，３４において、受信機２６において識別
信号を受信したか否か、受信した識別信号に対応する識別情報が一致したか否かが判定さ
れる。一致した場合には、Ｓ３５において、フラグＯＵＴが１にセットされる。また、上
述の場合と同様に、一致しない場合や識別信号を受信しない場合には、Ｓ３６において、
車室外カウントのカウント値Ｒout が３以上であるか否かが判定される。カウント値Ｒou
t が３より小さい場合には、判定がＮＯとなり、Ｓ３７において、カウント値Ｒout が１
増加させられて、Ｓ３２の実行に戻される。３回実行（リトライ）されるうちに、識別情
報が一致しない場合には、領域Ｂ内に携帯器３２がないと判定され、フラグＯＵＴは０の
ままである。
【００２１】
駆動回路１４（ドアロック用モータ２８）は、ドア開状態における検出結果，ドア閉状態
における（車室内）領域Ａ，（車室外）領域Ｂの検出結果に基づいて制御される。
図１０のフローチャートに示すモード選択プログラムの実行に従って制御モードが選択さ
れる。Ｓ４０において、閉状態における車室内領域Ａにおいて携帯機３２が検出されたか
否か、Ｓ４１において、車室外領域Ｂにおいて検出されたか否かが判定される。車室内領
域Ａに携帯機３２が検出された場合には、Ｓ４２において、エンジンスタンバイモードが
選択され、車室外領域Ｂにおいて検出された場合には、Ｓ４３において、ロックスタンバ
イモードが選択される。いずれにおいても検出されなかった場合には、Ｓ４４において、
開時の通信において検出されたか否かが検出される。開時の通信において検出された場合
には、Ｓ４３において、ロックスターンバイモードが選択され、検出されない場合には、
Ｓ４５において、警報装置５８が作動させられ、ロックスタンバイモードが選択される。
以下、図９に基づいて詳細に説明する。
【００２２】
図９において、ドア１０が閉状態にある場合において、車室内領域Ａにおいて識別情報同
士が一致し（ＯＫ）、車室外領域Ｂにおいて一致しない（ＮＧ）場合（パターン１）には
、エンジンスタートスタンバイモードとされる（Ｓ４２）。エンジンスタートスタンバイ
モードとすることを指示する指令がエンジンＥＣＵ１００に供給されるのである。エンジ
ンＥＣＵ１００によってイモビライザ装置が解除され、エンジンの点火，燃料噴射の禁止
が解除される。
運転者は車室内にいるため、車両を再び走行させる可能性が高いのである。例えば、一旦
車から降りた後再度乗車した場合、ドア２０の開閉を行ったが、降車しなかった場合等が
考えられる。
車室内領域Ａ，車室外領域Ｂの両方において一致する場合（パターン２）には、上述の場
合と同様にエンジンスタートスタンバイモードに設定される（Ｓ４２）。図２に示すよう
に、携帯機３２が領域Ａ，Ｂの共通領域Ｄにあることがわかるのであり、車両を再び走行
させる可能性があるからである。
【００２３】
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車室内領域Ａにおいて一致しないで、車室外領域Ｂにおいて一致する場合（パターン３）
には、ロックスタンバイモードに設定される（Ｓ４３）。ロックスタンバイモードが設定
されると、後述するロックスタンバイプログラムが実行され、予め定められた条件が満た
されれば、ロックされる。運転者が車外において、車室外領域Ｂから車室内領域Ａを除い
た領域Ｃにいる可能性が高いため、ロックした方が防犯安全上で望ましいからである。
車室内領域Ａにおいても車室外領域Ｂにおいても一致せず、領域Ｅにあると推定される場
合（パターン４，５）には、開状態における検出結果に基づいて制御される。開状態にあ
る場合に一致した場合、すなわち、ＲＡＭに開時一致情報（降車兆候検出時一致情報）が
記憶されている場合には、ロックスタンバイモードが設定され（Ｓ４３）、開時一致情報
が記憶されていない場合には、車室内に設けられた警報装置５８が作動させられる（Ｓ４
５）。この場合には、一度も一致していないことになるが、携帯機３２の故障や電池切等
が原因による場合が多いため、そのことが、報知されるのである。
【００２４】
ロックスタンバイモードが設定されると、図８のフローチャートで表されるプログラムが
実行される。本実施形態においては、運転者が車の外にいて、携帯機が車の中に置き忘れ
ていない場合にロックされる。すなわち、▲１▼携帯機３２が車室外領域Ｂにある（運転
者が車室外領域Ｂにある）時間が長く、かつ、携帯機３２が車室内領域Ａにない場合と、
▲２▼車室外領域Ｂにない時間が長く、かつ、携帯機３２が車室内領域Ａにない場合（領
域Ｅにあると推定される場合）との少なくとも一方の場合にロックされるのである。
Ｓ５０において、カウンタｎNGが０にされる。Ｓ５１において、カウンタｎNGのカウント
値が設定値ｎS 以上か否かが判定される。最初にＳ５１が実行される場合にはカウンタｎ

NGが０であり、設定値ｎS より小さいため、判定がＮＯとなり、Ｓ５２以降が実行される
。Ｓ５２において、車室外用送信機２４から識別信号要求信号が発せられ、Ｓ５３，５４
において、上述の場合と同様に、受信機２６において識別信号を受信したか否か、識別情
報が一致したか否かが判定される。識別信号が受信されない場合、識別情報同士が一致し
ない場合には、Ｓ５５において、カウンタｎNGのカウント値が１増加させられ、Ｓ５１に
戻される。カウント値が設定値ｎS （本実施形態においては、３）になるまでの間、Ｓ５
１～５５が繰り返し実行（リトライ）される。設定値ｎS になるとＳ５１における判定が
ＹＥＳとなり、Ｓ５７以降が実行される。
【００２５】
それに対して、識別情報が一致した場合には、Ｓ５４における判定がＹＥＳとなり、Ｓ５
６において、一致してからの経過時間が設定時間Ｔに達したか否かが判定される。設定時
間Ｔが経過する以前においては、Ｓ５２～５４，５６が繰り返し実行され、設定時間Ｔが
経過した場合には、Ｓ５７以降が実行される。設定時間Ｔは、運転者が車室外領域Ｂにい
る時間が長いか否かを判定し得る時間であり、本実施形態においては、例えば、３０秒と
される。
【００２６】
Ｓ５７以降において、車室内照合が行われる。Ｓ５７において、車室内用の送信機２２か
ら識別信号要求信号が送信され、Ｓ５８において、受信機２６において識別信号を受信し
たか否か、Ｓ５９において、識別信号が一致したか否かが判定される。受信機２６におい
て識別信号を受信しない場合、識別信号が一致しない場合には、Ｓ６０において、ドアロ
ック指令が出力される。駆動回路１４が制御され、ドアロック用モータ１８が作動させら
れ、ドア２０がロックされる。それに対して、一致した場合には、ドアロック用モータ１
８は非作動状態に保たれる。ドア２０の施錠状態はその状態が保たれる。
【００２７】
以上のように、本実施形態における車両ドアロック制御装置においては、ドア２０の開時
に携帯機３２が検出されれば、ドア２０が閉状態にされた後に携帯機３２が検出されなく
ても、ロックスタンバイモードに設定され、予め定められた条件が満たされた場合にロッ
クされる。その結果、運転者がドア２０を放り投げても、確実にロックすることができ、
信頼性を向上させることができる。識別情報の照合が、運転者が降車する意志がある可能
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性が高いと検出された場合に開始されるのであり、降車した可能性が高いと検出された場
合に開始されるわけではない。そのため、上述のように、携帯機３２を確実に検出するこ
とができるのである。
パターン３において、運転者が領域Ｃに長時間いる場合にもドア２０がロックされるため
、防犯安全性を向上させることができる。また、パターン４において、ドア閉後一度も照
合されなくても確実にロックすることができ、安全である。
また、ドア２０が閉状態にされた場合においては、車室内領域Ａと車室外領域Ｂとの各々
において携帯機３２があるか否かが検出されるため、その結果に基づけば携帯機３２の位
置を細かに検出することができ、ドアロック用モータ１８を細かに制御することができる
。また、開時と閉時との両方における携帯機３２の検出結果に基づいて、細かに制御でき
るという利点もある。さらに、開時にも閉時にも検出されなかった場合には、警報装置５
８が作動させられるため、運転者は携帯機３２の故障あるいは電池切れ等を知ることがで
きる。
【００２８】
さらに、開時において識別情報が一致した後には、識別信号要求信号の送信が停止させら
れるため、消費電気エネルギの低減を図ることができる。さらに、一致しない間は、予め
定められた設定時間毎に送信されるため、連続的に送信される場合に比較して、消費電気
エネルギの低減を図ることができる。
また、イグニションスイッチ５６がＯＦＦ状態にされ、かつ、ドア２０が開かれた場合に
、降車する兆候があるとされるのであり、イグニションスイッチ５６がＯＦＦ状態にされ
た場合や、シートベルトスイッチ５９が非装着状態を表す状態にされた場合に降車する兆
候が検出されるのではない。その結果、運転者が降車する兆候があることをより確実に検
出することができ、無駄に識別信号要求信号が送信されることを回避し、消費電気エネル
ギの低減を図ることができる。
【００２９】
以上のように、本実施形態においては、車室内通信装置２７，車室外通信装置２８各々に
よって領域毎通信装置が構成され、これら領域毎通信装置２７，２８等によって領域別通
信装置が構成される。また、車室外通信装置２８によって、退出兆候検出時通信装置が構
成され、車室内通信装置２７，車室外通信装置２８各々によって退出検出時通信装置が構
成される。
さらに、バッテリ１９、ドアロック用モータ１８、駆動回路１４等によって動力施錠装置
が構成され、ドアロックＥＣＵ１０、カーテシランプスイッチ５４、イグニションスイッ
チ５６等によって施錠装置制御装置が構成され、施錠装置制御装置と通信装置２７，２８
等により移動体自動施錠装置が構成される。移動体自動施錠装置は移動体状態制御装置で
もある。また、送信機２２，２４は間欠要求部でもある。送信機２２，２４が、施錠装置
制御装置（ドアロックＥＣＵ１０のＳ５，７，８，１１を記憶する部分、実行する部分、
これに応じて、トランジスタ３５へ制御信号を出力する部分等により構成される部分）に
よって制御されることによって、識別信号要求信号が間欠的に送信されることになる。
【００３０】
さらに、ドアロックＥＣＵ１０のＳ８における判定がＹＥＳである場合にＳ１０が実行さ
れるようにされる部分（Ｓ８における判定がＹＥＳである場合に、Ｓ５に戻らないように
されている部分）等により適合時送信停止部が構成され、ドアロックＥＣＵ１０のメモリ
１６等により、退出兆候検出時適合情報記憶部が構成される。また、ドアロックＥＣＵ１
０のＳ１，３を記憶する部分，実行する部分等により退出兆候検出手段が構成され、Ｓ２
１を記憶する部分，実行する部分等により退出検出手段が構成される。
さらに、ドアロックＥＣＵ１０の図７のフローチャートで表されるドア閉時キー検出プロ
グラムを記憶する部分，実行する部分等により、退出検出時携帯機検出装置が構成される
。退出検出時携帯機検出装置は、領域別携帯機検出装置でもある。パターン４（Ｓ４０，
４１，４３，４４）を記憶する部分，実行する部分、それに応じて駆動回路１４を制御す
る部分等により、退出検出時不適合施錠制御装置が構成される。また、ドアロックＥＣＵ
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１０の図６のフローチャートで表されるドア開時キー検出プログラムを記憶する部分，実
行す部分等により、退出兆候検出時携帯機検出装置が構成される。
さらに、図９のマップで表されるテーブルを記憶する部分、実行する部分（図１０のフロ
ーチャートで表されるモード選択プログラムを記憶する部分，実行する部分）、それに応
じて駆動回路１４を制御する部分等によって、複数情報対応施錠制御装置が構成される。
【００３１】
なお、上記実施形態においては、車両状態が図９のマップで表されるテーブルに従って制
御されるようにされていたが、車室内領域Ａにおいても車室外領域Ｂにおいても検出され
た場合（パターン２）には、エンジンスタートスタンバイモードではなく、ロックスタン
バイモードに設定されるようにすることができる。車室内領域Ａにおいても車室外領域Ｂ
においても検出された場合は、領域Ａ，Ｂの共通部分Ｄの車の外側にいることもあるから
である。また、パターン５においては、警報装置５８が作動させられるとともに、ロック
スタンバイモードに設定されるようにされていたが、警報装置５８を作動させるだけでも
よい。携帯機３２がいずれの領域にあるかが検出されない場合には、車室内にある可能性
もあり、施錠しない方が望ましい場合があるからである。
さらに、上記実施形態においては、開時と閉時との両方の検出結果に基づいてドアロック
用モータ１８が作動させられるようにされていたが、開時のみあるいは閉時のみの検出結
果に基づいて作動状態が制御されるようにしてもよい。具体的には、開時において携帯機
３２が検出された場合には、閉時において携帯機３２の検出を行うことなく、ドア２０が
閉状態にされた後直ちにドアロック用モータ１８を作動させて、ロックしてもよい。また
、ドア２０が閉状態にされた後の一定時間経過後にロックされるようにすることもできる
。ロックスタンバイモードに切り換えられるようにすることは不可欠ではないのである。
さらに、開時に車室内領域Ａと車室外領域Ｂとの両方において携帯機３２があるか否かが
検出されるようにすることもできる。
【００３２】
また、ドア開時キー検出プログラムは、図１１のフローチャートで表されるプログラムと
してもよい。本プログラムの実行に従えば、識別情報同士が一致しても、ドア２０が開状
態にある間は、車室外の送信機２４から識別信号要求信号が予め定められた設定時間毎に
送信されることになる。そして、ドア２０が閉状態にされた場合に、Ｓ５における判定が
ＹＥＳとなり、ドア開時キー検出プログラムの実行が終了させられる。
本実施形態においては、ドア閉時キー検出プログラムのＳ２１のステップが不要となる。
ドア２０が閉状態にされた場合に、ドア閉時キー検出プログラムが実行されることになる
からである。本実施形態によれば、送信機２４から識別信号要求信号が連続的に送信され
るのではなく、間欠的に送信されるため、消費電気エネルギの低減を図ることができる。
【００３３】
さらに、上記各実施形態においては、イグニションスイッチ５６がＯＦＦ状態にされ、か
つ、ドア２０が開状態にされた場合に、運転者の降車する兆候があるとされて、識別信号
要求信号が送信されるようにされていたが、イグニションスイッチ５６がＯＦＦ状態にさ
れたこと、シートベルトスイッチ５９が非装着状態に対応する状態にされたこととの少な
くとも一方が満たされた場合に、降車する兆候があるとされるようにすることもできる。
【００３４】
図１２のフローチャートにおけるＳ１０１において、イグニションスイッチ５６がＯＦＦ
状態にされたことと、シートベルトスイッチ５９が非装着状態に対応する状態にされたこ
ととの少なくとも一方が満たされるか否かが検出される。運転者の降車する兆候があると
検出された場合には、Ｓ１０２において、フラグＦがリセットされて、Ｓ１０３において
、車室外リクエストモードが設定される。次に、Ｓ１０４，１０５においてドア２０が閉
状態にあるか否か、その閉状態が、開状態にあるドア２０が閉状態にされたことによって
実現されたか否かが検出される。Ｓ１０５における判定がＹＥＳである場合には、ドア２
０が開状態から閉状態に切り換えられ、運転者が降車した可能性が高いのであり、この場
合には、Ｓ１０６以降は実行されない。
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Ｓ１０４における判定がＮＯの場合、Ｓ１０４の判定がＹＥＳで、Ｓ１０５における判定
がＮＯである場合には、ドア２０が開状態にある場合、降車意志がある可能性が高いこと
が検出されてから開状態にされることなく閉状態に保たれている場合のいずれかであるた
め、Ｓ１０６において、識別信号要求信号が送信される。以下、Ｓ１０７以降においては
、上述の実施形態における場合と同様に識別情報が一致するか否かの照合が行われ、照合
結果に応じてドア２０のロック状態が制御される。
【００３５】
本実施形態においては、例えば、イグニションスイッチ５６をＯＮ状態にしたままで、運
転者が車から降りようとした場合（この場合には、シートベルトスイッチ５９が非装着状
態に対応する状態にされることによって降車意志がある可能性が高いと検出されることに
なる）にも、識別信号要求信号が送信されるため、ドア２０をロックすることができ、信
頼性を向上させることができる。また、ドア２０が開状態にされるより早い時期から識別
信号要求信号が送信されるため、携帯機３２の検出機会を増やすことができる。
【００３６】
なお、上記各実施形態においては、携帯機３２から送信される識別信号に対応する識別情
報と、車体側装置３４を特定する識別情報とが一致するか否かの照合が行われていたが、
識別情報同士が予め定められた一対の情報同士であるか否かの照合が行われるようにする
こともできる。例えば、受信した識別信号に対応する識別情報を車体側装置３４に記憶さ
れている識別情報に対して予め定められた規則に従って照合して、一対の識別情報同士で
あるか否かを検出することができる。
また、送信機２２，２４、受信機２６、携帯機３２の構造は、上記各実施形態におけるそ
れに限らない。
その他、本発明は、〔本発明が解決しようとする課題，課題解決手段および効果〕におい
て記載の態様の他、当業者の知識に基づいて種々の変更，改良を施した形態で実施するこ
とができる。
【図面の簡単な説明】
【図１】本発明の一実施形態である車両ドアロック制御装置の全体を示す図である。
【図２】上記車両ドアロック制御装置に含まれる通信装置の通信可能な領域を示す図であ
る。
【図３】上記車両ドアロック制御装置に含まれる通信装置の送信機の構造を示す図である
。
【図４】上記通信装置の受信機の構造を示す図である。
【図５】上記通信装置との間で通信が行われる携帯機の構造を示す図である。
【図６】上記車両ドアロック制御装置のＲＯＭに格納されたドア開時キー検出プログラム
を表すフローチャートである。
【図７】上記ＲＯＭに格納されたドア閉時キー検出プログラムを表すフローチャートであ
る。
【図８】上記ＲＯＭに格納されたドアロックスタンバイ用プロブラムを表すフローチャー
トである。
【図９】上記ＲＯＭに格納されたロック状態制御テーブルを表すマップである。
【図１０】上記ＲＯＭに格納されたロック状態制御プログラムを表すマップである。
【図１１】本発明の別の一実施形態である車両ドアロック制御装置のＲＯＭに格納された
ドア開時キー検出プログラムを表すフローチャートである。
【図１２】本発明の別の一実施形態である車両ドアロック制御装置のＲＯＭに格納された
降車兆候検出時キー検出プログラムを表すフローチャートである。
【符号の説明】
１０　ドアロックＥＣＵ
１２　ＩＤ判定部
１４　駆動回路
１６　メモリ
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１８　ドアロック用モータ
２２，２４　送信機
２６　受信機
２７，２８　通信装置
５４　カーテシランプスイッチ
５６　イグニションスイッチ
５８　警報装置
５９　シートベルトスイッチ

【図１】 【図２】

【図３】
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【図４】 【図５】

【図６】 【図７】
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【図８】 【図９】

【図１０】

【図１１】 【図１２】
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